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①
役
割
分
担
の
見
直
し 

・ 『自治体が、公衆衛生・住民
サービス等の観点から、使用
済容器包装の分別収集・選
別保管に対して果たすべき
役割については引き続き存
在』する。 

・ 『事業者は・・（中略）・・資源
の有効利用のために必要と
考えられる分に関して一定の
役割を果たすべき』。 
 

・ 『引き続き市町村が分別収
集・選別保管を責任を持って
行いつつ、事業者が分別収
集・選別保管に対しても一定
の責任を果たす』べき。 

・ 『具体的な責任の果たし方と
しては、・・・（中略）・・・費用
の一部を事業者が負担する』
ことが考えられる。 
 

・ その他プラ増加のため、『事
業者が分別収集・選別保管
費用の負担に慎重』なのは
止むを得ない。 

・ 役割分担見直しは、『それに
よる環境負荷や社会的コスト
の低減効果の明確化』が不
可欠。 

・ 『分別収集・選別保管の効率
化を図る観点から、事業者が
貢献する余地がないのか』ど
うか検討も必要。 
 

②
レ
ジ
袋
有
料
化 

・ 店頭で無料配布するレジ袋
について、事業者の努力など
を後押しし、『有料化などを通
じて削減する方策について検
討すべき』である。 

・ 小売店での『無料配布を禁
止する措置（法的措置、自主
協定の締結等）を講じる』こと
で、買い物袋の持参を促進
すべきである。 

・ 有料化は有効であり、レジ袋
の他に「有料化する容器包
装」を明確化すべき。 

・ 自主的取組を促し、一律の
禁止は、十分な検討が必要。 
 

③
収
集
有
料
化 

・ 容器包装廃棄物の排出量削
減のため、『一般廃棄物の有
料化と合わせて容器包装廃
棄物収集の有料化を推進す
べきである』。 

 

・ 『容器包装廃棄物についても
有料化すべきではないかと
の意見がある』が、有料化を
行う市町村は、消費者の分
別排出の徹底や異物混入の
防止などの措置を講じる必
要がある。 

・ リサイクル収集有料化を検討
する余地はあるが、『検討に
当っては、その効果と弊害を
十分踏まえるべき』である。 

④
そ
の
他
プ
ラ
再
商
品
化
手
法 

・ マテリアル残渣は燃料化や
熱回収で有効利用すべき。 

・ その他プラ全般に関し、マテ
リアルの高度化、ケミカルの
多様化、燃料化や熱回収の
位置付を検討すべき。 

・ 住民や自治体が対応可能な
範囲でのＰＰ・ＰＥ・ＰＳの分別
すべき（もしくはボトルとフィル
ムの別収集）。 

・ ＰＰ・ＰＥ・ＰＳを分別すべき（も
しくはボトルとフィルムの
別）。残渣はＲＰＦ等のジョイ
ント利用。 

・ 再商品化物品の品質基準
（水、塩素）を設定すべき。 

・ 収集量が再商品化能力を上
回る場合だけでなく、一般的
に廃プラと共に熱回収するこ
とも検討すべき。 

・ 標準コストを設定すべき。 
 

・ 「材料リサイクル優先の見直
し」、「入札制度の見直し」、
「再商品化手法の拡大」、 

・ 材料リサイクルに向かない容
器包装廃棄物について、「回
収しない」、あるいは「サーマ
ルリカバリー」処理することな
ども検討すべき。 

 

⑤
リ
ユ
｜
ス
普
及 

・ 大型施設や公共施設（自治
体庁舎、学校給食）などで、
優先的にリターナブル容器の
導入を検討すべき。 

・ 『リユースの促進に資するビ
ジネスモデルを先駆的に導
入しようとする事業者に対し
て国や自治体からの支援を
検討すべき』である。（例：マ
イカップ自販機の普及等） 

・ 自主回収の認定条件につい
て、段階的な回収率にすべ
き。 

・ 大型施設や公共施設（国や
地方自治体の庁舎）などで、
率先してリターナブル容器を
導入すべき。 

・ リターナブルびんを分別基準
適合物に位置付け、分別す
る市町村に経済的インセンテ
ィブを付与すべき。 

・ 特定事業者の先進的な自主
的取組について、国が優遇
措置を講じるべき。 

・ 自主回収の認定条件につい
て、段階的に、柔軟に運用す
べき。 

・ 市町村による回収拠点の整
備が必要。 

・ 国が、必要な方策等を調査
研究し、消費者への普及啓
発を推進すべき。 

・ 自主回収の認定条件につい
て、導入当初は緩和すべき。 

 


